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は じ  め  に

人工衛星を利用 した宇宙技術の始まりは 1957年に初め

ての有人衛星 (スプー トニク)が 当時のソビエ トによって

打上げられてからであり,そ の後,米 ソ冷戦時代に大きな

発展を見た。1960年代に入ってリモー トセンシングの概

念が確立したが,民 生レベルを含めてリモー トセンシング

が全世界の注 目を浴びるようになったのは,1972年 に米

国が最初の地球観測衛星 (ランドサット1号)を 打上げて

からである。1970年代後半には,米 海軍が衛星を利用 し

た移動体 (航空機,船 舶,車 両など)の 位置決めを行うポ

ジショニング技術の開発を始めた。この技術は汎地球測位
システム (GPS)と して,1993年 までに24個のGPS衛 星

の打ち上げにより完成 した。1980年代後半にはフランス,

日本,イ ンド,ヨ ーロッパ宇宙局が独自に地球観測衛星を

打上げた。1990年代に入ると,こ れらの国以外にも,カ

ナダ,中 国,ブ ラジル,チ リ,タ イ,韓 国などが国際参入

を始めた。ロシアは冷戦時代には宇宙技術に関して秘密を

保っていたが,199o年 代に入って冷戦が終結すると地球

観測衛星画像を公開するようになった。

地球観測衛星は 1999年に米国の民間企業が打上げるま

では国家的事業として打上げられ,ア メリカ,フ ランス,

インドがその衛星画像データの販売を商業化 していた。米

ソ冷戦の終結に伴ない軍縮が進む一方で軍事技術の民間産

業への転用が進められ,ス パイ衛星の高度技術の民間利用

が米政府によって条件付 きで了承 された.こ れを契機に

1997年頃から一気に商業化高分解能地球観測衛星の打上

げ計画が民間企業により発表された。1998年および 1999

年に何回かの打ち上げ失敗の後,1999年 9月 24日 にスペ
ースイメージング社 (三菱商事 も資本参加 している)に よ

り,世 界最初の商用高分解能地球観測衛星 IKONOS…1が打

上げられ,lm高 分解能衛星画像が公開された。新たな宇

宙産業の幕開けである。

1999年 7月 にオース トラリアのウイーンにおいて国連

による第 3回 宇宙会議が開催され,地 球観測の平和利用に

関するウィーン宣言が選択された。この宣言には宇宙技術

のスピンオフとして宇宙産業の商業化が人類の持続可能な

環境と資源の開発および管理に貢献するものと位置付けさ

れた。
一方,国 内においても新たな宇宙産業を推進すべ く様々

なレベルで活動が開始された。国のレベルでは,1999年

から産業競争力会議が内閣官房に設置され,未 来産業の創

造に向けて 「国家産業技術戦略」の策定が進められている

が,そ の中で,宇 宙産業は 16の分野別産業技術の一つと

して位置付けられ,宇 宙産業技術戦略の検討が開始された。

また,産 学のレベルでも連携の動きが急で,東 京大学生産

技術研究所は先陣を切って,1999年 に住友電工株式会社

と共同でジョイントベンチャー (名称 :宇宙情報技術研究

所)を 設立 し,地 球観慣1や情報処理の先端的技術の研究開

発を開始 した。

従来は宇宙開発は巨大プロジェクトであり,国 家的規模

の予算がなければ成立しなかったのであるが,軍 縮により

戦略 ミサイルのロケットが大量に不要になったことから,

小型衛星を安価に打上げることが可能になった。大型衛星

で400～ 500億円の打上げ費用が,小 型衛星ならlo～ 30

億円ですむことから,途 上国でも,民 間でも,さ らに大学

でも打上げが可能となっている。

このように宇宙技術は実用化時代に入った。すでに宇宙

通信およびGPSは すでに実用段階に入っており,宇 宙リ

モートセンシングが次に実用化されようとしている。以下

に地球観測における宇宙産業の論′点を概観する。

1.ロ ケットおよび衛星の開発競争

わが国は1992年に純国産のロケットHⅡ の開発に成功

し,欧 米の技術水準に追いついた。しかしその価格は欧米

に比べ約4～ 5倍高かった。価格競争に耐えるために,わ
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が国の民間企業 12社が企業体を作 り,静 止衛星軌道に5

トンの衛星打上げを可能とするHⅡ Aを 約 100億円で製

作することに成功 した。これによリヨーロッパ宇宙局のア

ーリアンに競争力で肩を並べたといわれる。

一方で衛星の小型化および軽量化が進み,積 載重量が

500 kgより小さいいわゆる小型衛星が新たな技術競争とし

て浮かび上がった。衛星を100 kg前後の軽量なものに押

えられれば,数 10億の小型ロケットで衛星の打上げが可

能となる.小 型衛星の開発および製作で先進的役割をして

いるのは英国のサリー大学であり,同 大学では大学に付属

したサリー会社を設立して,自 ら小型衛星を打上げるだけ

でなく,途 上国に小型衛星の開発および製作の技術移転を

開始 した。すでにタイおよび韓国はサリー大学に人材を派

遣 して小型衛星製作の技術を習得 した。タイにあるマハナ

コン大学は 1998年にTM―PHATと 称する50 kgの小型の地

球観測衛星を打上げ,空 間分解能 65mの マルチバ ンド画

像の撮影および受信を始めた.2号 機からはタイ国内で製

作をする手筈を整えている。韓国は同じくサリー大学の指

導のもと1999年にインドのロケットによりKITSATを 打

上げ空間分解能 20mの 画像の受信を始めている。シンガ

ポール国立大学は韓国と協力して独自の小型衛星の開発を

目指 し始めた。

中国とブラジルは 1999年に主としてアマゾンを初めと

して熱帯林の観測をするための地球観測衛星の打上げに成

功 してお り,初 めての南南協力として注目を浴びた。この

ように先進国の間では,大 型衛星の価格競争が激化 してい

る一方で,途 上国の間では小型衛星の開発競争が進んでい

る。衛星打上げは巨大国の独占事業ではなく,国 家的事業

から民間および大学レベルヘと大衆化 してきたといえる。

表 1は 国連の調査による 1997年の地球観測衛星関係の

市場を示す。
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2三高分解能衛星画像の商業的利用

地球観測には分解能から見ると大 きく2つ の流れがあ

る。1つ は,低 分解能であるが地球全体を頻度高 く観測す

る方式であ り,静 止気象衛星やNOAAの 軌道気象衛星が

これにあたる。いわゆるグローバルチェンジの分析にグロ

ーバルデータベースを構築する流れである。他の 1つ は可

能な限 り高分解能で局地的に詳細 に観測する方式で,

LANDSAT,SPOT,IRSな どがこれにあたる。商業的価値

は第 1の グローバルなものより,第 2の 高分解能画像にあ

る.

表 2は現在までに国家規模で打上げられた主な地球観測

衛星の光学センサーの地上分解能を示 したものである。

前にも述べたように米ソ冷戦終結後,ス パイ衛星開発で

培った高分解画像取得の先端技術を民用利用に転換するこ

とが認可され,ア メリカの3つ の民間会社 (スペースイメ

ージング社,ア
ースウォッチ社,オ

ーブビュー社)が 殆ど

同時にlmの 高分解画像の取得可能な衛星打上げ計画を発

表 した。スペースイメージング社は三菱商事,ア
ースウォ

ッチ社は日立製作所,オ
ーブビユー社はNTTデ ータの日

本の民間会社が資本参加 してお り,本 格的な商業的利用の

表1 地球観測衛星の市場 (国連宇宙部調査,1997年 )

分 野 市場売上高 (百万 ドル)

地球観測衛星本体

衛星打ち上げ

衛星生データ

地上局

データ処理加工

580

230

280

839

～  620

～  250

60

～  300

～  850

表2 主 要な地球観測衛星センサの性能

衛星 センサ 観測波長帯 空間分解能 観測幅  回 帰日数

LANDSAT

SPOT

ERS-1

JERS-1

/ /

NOAA

ADEOS

ク

EOS

IKONOS

TNII

HRV

SAR

OPS

SAR

AVHRR

AVNIR

OCTS

ASTER

MODIS

Pan/MSS

180 1un

60 1an

100 kn■

75 km

ク

2700 1un

80 1un

/ /

601■n

2330 1un

ll knl

1 7日

2 6日

3 5日

4 4日

ク

0 . 5日

4 1日

/ /

1 6日

/ /

1 1日

0.45-12.5μm  7バ ン

0.50-0.89 μm  4バ ン

5.3 GHz

O.52-0.86 μm   4バ ン

1.275 GHz

O.58-12.5μm  5バ ン

0.460。92 μm  4バ ン

0.40-12.5μm  12バ ン

0.52-11.3μm  14バ ン

0.66-14.2μm 36バ ン

可視 。近赤外 1/4バ ン

ド

ド

ド

ド

ド

ド

ド

301n

10=20m

301n

1 8 m

1 8 m

約 l k m

卜 16m

7001n

15-90m

250-10001n

1 4 m
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競争に入ろうとしている。

スペースイメージング社は,1回 失敗 した後,1999年 の

9月 にIKONOS…1号 の打上げに成功 し,lmの 高分解能画

像の撮影に成功 した。写真 1は lm分 解能の東京,霞 ヶ関

付近を撮影したものであ り,建 物はもとより,走 行中ある

いは駐車中の自動車の識別が可能である。第 1の 問題は画

像の価格であるが 1平方キロメー トルあたり約 1～ 3万 円

であり,航 空写真の業界 と競合関係となるといわれる。第

2の 問題は衛星画像の画像処理あるいは他の地上データと

の融合によりいかに高付加価値製品に加工 して商品価値を

高めるかである。地理情報システム (GIS)に 最新の情報

源あるいはデータベースとして有機的に結合することが鍵

であるといわれる。GIS産 業は近年に急速に伸びてお り,

2000年 には全世界で50億 ドル市場になると予測されてい

る。わが国においても国土空間情報基盤整備の一
貫として

GISの 奨励策が取られてお り,高 分解の衛星画像 との結合

は大きな発展を見るものと期待されている.

3.汎 地球測位システム (GPS)の 実用化

GPSは ,ア メリカ海軍が軍事用の目的で,移 動体の測

位をリアルタイムで実現する技術を提供するものである.

地球全体で24個 のGPS衛 星が飛行 してお り,正 確にその

位置を追跡 し,各 衛星に原子時計を搭載して時刻信号を発

信すれば,移 動体の GPSア ンテナでその信号を受信する

ことにより瞬時に正確な位置および高さが計測できる。米

軍は軍事用にもかかわらず,信 号の一部に雑音を混入 して

質を低下させた上で民間利用を黙認 してきた。

1993年 に24個 の GPS衛 星が完備 されると,24時 間ど

こでも上空さえ視通できる場所なら約 1秒毎にその緯度,

経度,楕 円体高 (正確には標高ではない)が 得られるよう

“
写真 l IKONOS… 1か らの画像 (霞ヶ関,空 間分解能は81 cm)
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になった。GPSア ンテナおよびデータ処理のソフ トウェ

アを販売する民間会社は数 10社 を超え,1993年 当時 5億

円市場だったものが,2000年 には20億 ドル市場 (GPSア

ンテナの販売)に 急成長すると見込まれている。アメリカ

に対抗 してロシアはGLONASSと 呼ばれる汎地球測位シス

テムを同 じように公開をはじめ,GPSと GLONASSの 同

時受信 をして精度を上げるアンテナ技術 も販売 されだし

た。

GPSの 利用は,数 ミリの高精度を要求される精密測地

(地震予測 も含む)か ら,セ ンチの精度の土木工事測量,

メー トル精度のナビゲーション (航空機,船 舶,車 両など)

に幅広 く利用されている。最近ではカーナビゲーションに

もGPSが 搭載されているものもある.

またカメラ,パ ソコン,腕 時計に組込まれたGPS製 品

が市販されておりますます市場が拡がる傾向が見 られる。

GPSも GLONASSも ともに軍事 目的のための信号の操

作が行われ,本 来の品質が得られない難点がある。市場の

拡大傾向と高精度への要求を考慮 してヨーロッパ連合体お

よびヨーロッパ宇宙局は近い将来民生用の汎地球測位シス

テム (Gdileoと呼ばれる)の 打上げを計画 している.信

号操作がなくなれば精度は飛躍的に向上するものと期待さ

れている。わが国においては測地精度の向上により地震予

知の基本データが得 られるかも知れない。

GPSの 欠点は上空に視覚障害があると受信できる衛星

の個数が減 り,汲1位が不可能であったり,精 度が低下 した

りすることである。たとえば高層ビルが林立するような高

密度都市ではGPS受 信が困難 とされる。この問題を解決

するために静止衛星 (気象衛星や通信衛星)に 原子時計を

搭載 して補助的機能を付加することが提案されている。ヨ
ーロツパではEGNOS, ア メリカではwASSと よばれてお

り,GPSの 地域 レベルでの機能向上が新たな産業育成に

貢献するものと期待されている。

わが国においては,地 震予知および国家的測量事業のた

めに,GPS信 号を恒常的かつ連続的に受信可能 とする電

子基準点を全国で約 1,000イ固所建設 してお り,GPSは 不可

欠の存在 となっている。(写真 2参照)

4.地 球観測と宇宙通信との結合

宇宙通信技術が実用化され,商 業化されていることは,

衛星放送,衛 星テレビ,衛 星電話の分野で周知のことであ

る。通信衛星の送受信アンテナ技術が進歩 して,地 上の受

信アンテナを小型化できることになったことが商業化を加

速 したといわれる.通 信衛星を介 して伝送できるデータレ
ー トも近い将来秒あたリギガビットと高密化できるまでに

進歩 し,わ が国はギガビット通信衛星の打上げを計画 して

いる。この段階に達すると,多 量のデータからなる画像の

伝送もほぼリアルタイムで可能となる。このことから,遠
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隔医療および遠隔教育に大きな伸展が見られると期待され

ている。

著者は 1999年 3月 に,タ イのアジアエ科大学院, 日本

の宇宙開発事業団,ア メリカのハワイ大学,お よびワシン

トンのNASAの 計 4機 関の間で実施 した通信衛星によるテ

レビ会議に参画 したが,想 像 していたよりはるかに迫真感

があり新 しい宇宙技術であることを認識 した。画像 も支障

なく見えたし,講 演後の質疑応答も臨場感があった。

さて,宇 宙通信は通信技術 として発展 してきたが,そ の

機能が向上するにつれて,衛 星 リモー トセンシング,汎 地

球測位システムとの有機的結合が新たなシステムインテグ

レーションの機能を生むと考えられている.特 にリアルタ

イム性を要求される災害のモニタリングに大 きな効果を上

げると期待されている。

地震,洪 水,山 火事,火 山噴火など一刻を争う災害モニ

タリングにおいては,そ の状況を把握するのにリモー トセ

ンシング,位 置や分布 を計慣1するのにGPS,そ してそれ

らのデータを災害対策本部に通信するのに宇宙通信を利用

すれば,従 来ではできなかった災害情報システムを構築で

きる。
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このように宇宙技術は動的観測をも可能にするようにな

りつつある。動的観測技術の進歩は,漁 業,公 害監視 (不

法投棄を含む),穀 物生育監視などいわゆる4次 元環境情

報システムの構築を支援すると期待され,関 連する産業が

育つものを考えられる。

5口宇宙技術と地上システムとの結合

宇宙リモー トセンシングによる地球観測はlmの 高分解

の時代に入ったとはいえ,い くつかの限界がある。分解能

の限界以外に,大 気を通して得られる画像の大気補正の限

界,画 像の判読の限界,雲 による撮影タイミングの限界な

どがあり,地 上システムの支援なくしては十分にその機能

を発揮できない。衛星画像の較正あるいは検証をするのに

必要な参照データをグランドトルスとよぶが,宇 宙リモー

トセンシングの成否はグランドトルスにあるといわれる。

地上システムは衛星画像を用いたモデル開発の際に必要

な未知パラメータを決定する時にも必要である。たとえば

狭い地域において航空機 リモー トセンシングで詳細に調査

してモデルを構築 し,こ のパラメータをさらに広範囲をカ

バーする衛星画像に適用することが考えられる。このよう

な技法は,農 業,森 林,水 質などの調査に有効である。

このように宇宙リモー トセンシングと地上システムとの

結合は,高 品質で高付加価値の情報を提供するのに不可欠

な技術である。著者が開発 した航空機搭載のリエアアレイ

センサ (GPS,光 ジャイロ,高 速データレコーダすに支援

されたスリーラインセンサ)は ,宇 宙リモー トセンシング

の地上システムとしての役割を担うだけでなく,宇 宙リモ
ー トセンシングで達成できないさらに高分解能の画像を得

ることを目指 している。この技術は東京大学生産技術研究

写真3 航 空機搭載スリーラインセンサ (TLS)か らの画像 (新
宿副都心,空 間分解能は約 10 cm)写真2 我 が国における電子基準点
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所 と住友電工株式会社で設立 したジョイントベンチャー

(名称 :宇宙情報技術研究所)で 開発され実用化されるこ

とになっている。写真 3は試作のスリーラインセンサによ

ってデジタル画像 として撮影された新宿副都心の高層ビル

街の出力画像である。

お わ  り  に

地球観測および汎地球測位の宇宙技術は,確 実に商業化

生 産 研 究

の傾向にあり,実 用化の道を歩んでいる。これらの宇宙技

術は宇宙通信および地上システムとの複合的かつ有機的融

合システムとしてより高付加価値の情報を提供する宇宙産

業に成長するに違いない。生産技術研究所は今後ますます

産学協同により宇宙情報技術の実用化研究をすべ きであろ

う。この意味で設立された宇宙情報技術研究所の今後の飛

躍を期待するものである。

(2000年1月31日受理)


